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た。第 11 次国会（2013～2017 年）の場合も、憲法が規定する総選挙日程に
従い 2017 年 8 月開催とするのか、それとも任期 5 年と定めた別の憲法条項








ケニアでは、国会上下院の総選挙は 5 年おきの 8 月第 2 火曜日に開催すると憲法に
明記されており、大統領選挙以下、地方自治体にあたるカウンティ（county）の知事選
挙、地方議会議員選挙もすべて国会議員の総選挙と同日に開催する――すなわち 5 年
おきの 8 月第 2 火曜日に開催する――と憲法に明記されている。ところが、実際に次
回の総選挙、大統領選挙以下がいつ開催されるのかについては、主に国会を舞台とし
て長らく論争が続き、選挙日程が不確かになる事態がこれまで繰り返されてきた。
この問題がとくに紛糾したのが 2013 年 3 月開催の総選挙で選出された議員（補欠選
挙で選ばれた議員を除く）によって構成されたケニア第 11 次国会である。上下国会議
員の任期はいずれも 5 年とするとケニア憲法は定めているため、これに従えば、第 12




い 2017 年 8 月開催となった。またこれとは別に、総選挙を控えた 2016 年時点では、
次回総選挙を 2017 年 8 月でもなく、2018 年 3 月でもなく、「2017 年 12 月」とすべき
だとの主張も盛んになされ、国会内外で議論が紛糾した。










手続きとその変遷も整理しておこう（第 1 節）。次に取り上げるのは、第 10 次国会（2008
年 1 月～2013 年 2 月）で起こった「次回総選挙日程」をめぐる議論である（第 2 節）。
このときに出された司法判断の内容が、第 11 次国会（2013 年 3 月～）における国会議
員の任期、次回総選挙の開催日程に関する議論の原因を形作ることとなった。続く第













（Jackson and Rosberg 1982, 25）とするケニアでは、主として憲法改正を繰り返すこと
































こうした 1960 年代の大規模な憲法改正を踏まえて制定し直されたのが 1969 年の新
憲法だった（以下、1969 年憲法）。1969 年憲法は、大統領への極端な権力集中をその
特徴としていた。そこでは国会の解散権は大統領一人に付与された（第 59 条(2)）。国
会の任期こそ 5 年と定められていたものの（第 59 条(4)）、総選挙の開催日が憲法やそ
の他の法律にあらかじめ書き込まれることはなかった。国会議員の就任後 5 年以内に
ついては大統領の一存で国会が解散できるこの仕組みは、運用面でも幾度となく大統















――具体的には、「国会の総選挙は、5 年おきの 8 月第 2 火曜日に開催する」とされた
（第 101 条）――あらかじめ明記された。また国会議員の任期は「次回総選挙の実施
日まで」とされた（第 102 条）。加えて、大統領選挙――1969 年憲法下と同様、全有権
者による直接選挙――の実施も死亡などの場合を除いて国会議員の総選挙と同日とし
（第 136 条）、次期大統領の就任日を前期大統領の任期切れの日と定めた（第 142 条）。












は「出席議員」の「過半数」によるとされた（第 56 条）。これはそのまま 1969 年憲法
（第 54 条）、2010 年憲法（第 109 条）に引き継がれた。一方、国会の審議に必要な定
足数について独立憲法は、下院で 20（全議席 110～130 の 15～18%）、上院で 10（全 47
議席の 21%）とし（第 35､49､54 条）、1969 憲法でもわずか 30（全議席 177～222 の 14
～17%）とした（第 51 条）。民主化後の 1990 年代には議席数は 222 に増え、法律の制
定や改廃には、最少出席議員 30 人の過半数 16 人の賛成、すなわち全議席のわずか 7%
の賛成しか必要とされなかった。加えて、定足数に関わる指摘は議員の申告制だった
ため、出席議員数が 30 を下回っていてもたびたび議決が行われてきた。また、2010 年
憲法でも割合で見ると大きな変更はなく、下院での採択に必要な賛成が 50 議席（全議















「65%」以上のみの賛成で成立するとされた。1967 年の第 7 回憲法改正では、上院が
廃止され一院制に移行した。これにより、地方分権に関して「10 分の 9」以上と決め
られたハードル自体が消失した。また地方分権に関わる条項の特別扱いが段階的に廃





れた（第 47 条）。 
2010 年憲法では、地方代表からなる上院が復活した上、両院それぞれで「全議席」
を母数とし、65%ではなく、それをわずかに上回る「3 分の 2」――割合でいえば、66.67%
である――以上の賛成が憲法改正に必要とされた（第 256 条）1。2010 年憲法はまた、
独立憲法と同様に特定事項を指定し、それらに関わる憲法改正については国会両院で
全議席の 3 分の 2 以上の賛成による可決に加えて国民投票での承認を必要条件と定め
た 2。ここでは、この特定事項に「大統領の任期」が含まれていることにここでは留意




2-1 PEV の勃発と暫定憲法体制への移行 
では、こうした法的枠組みのもとで発生した第 10 次国会（2008 年 1 月～2013 年 2
月）における「次回総選挙日程」をめぐる議論とは、一体どのようなものだったのだ
ろうか。2010 年憲法が施行された年号からも分かるように、第 10 次国会の任期は、
1969 年憲法から 2010 年憲法への移行期にあたっていた。自分たちの任期は 5 年なの
か。それとも、上述の 2010 年憲法第 101 条の規定――「5 年おき 8 月第 2 火曜日」―
                                                   
1 このほか、国民による憲法改正発議のオプションも追加された（第 257 条）。 
2 特定事項とは具体的には、①憲法の優越、②ケニアの領土、③人民主権、④憲法第 10 条で定
めた国家的価値やガバナンスに関わる原則、⑤基本的人権、⑥大統領の任期、⑦司法の独立
およびその他憲法第 15 章が適用される委員会・組織の独立、⑧国会の諸機能、⑨地方政府
の目的・原則・構造、⑩憲法改正手続きを定めた憲法第 16 章の条項、の 10 項目である。 
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複数政党制回復以来、歴代大統領は、慣例的に 12 月末に行われてきた 5 年おきの総選
挙日程を見越して議員の就任 5 年目半ばに国会を解散してきた。同じタイミングでの
総選挙実施であれば、第 10 次国会議員が選出された総選挙（2007 年 12 月末実施）か
ら 5 年目にあたる 2012 年半ばには国会解散、12 月に総選挙という日程になるところ
だった。しかし、この 2012 年に限っては事情が異なった。 







国際調停を経て PEV が 2008 年 3 月までにほぼ収束すると、以後のケニアは暫定憲
法体制下に入った。暫定憲法の規定に基づき、和解のため、当時の 2 大政党だった「オ
レンジ民主運動」(Orange democratic Movement: ODM)と「挙国一致党」（Party of National 
Union: PNU）が連立政権を組み、大統領にはＭ・キバキ（Mwai Kibaki、PNU 所属、キ
クユ人）、権力分有のために暫定的におかれた新設の首相ポストにはＲ・オディンガ
（Raila Odinga。ODM 所属、ルオ人）がそれぞれ就任した。一方で、紛争のために諸手
続は遅れ、2007 年 12 月末に行われた総選挙から 10 日以上遅れた 2008 年 1 月半ばに
なって第 10 次国会の議員の就任宣誓が行われた。 
2008 年にはまた、和解調停で結ばれた協定にもとづき「国民合意と和解法」（National 
Accord and Reconciliation Act, 2008）が制定されたが、次回総選挙日程との関連で、こ
の法律は重要な意味を持った。「国民合意と和解法」のなかでは、大統領が専有してい








ロセスの一環として制定された、抜本的に新しい 2010 年憲法だった。2010 年憲法は、
上でみたように 1969 年憲法に記されていた大統領の国会解散権をなくし、かわって総
選挙日程を「5 年おきの 8 月第 2 火曜日」と定めた（第 101 条）。ただし、付則は「新
たな憲法の施行時点の現職国会議員については、任期を全うする」と過渡期の運用を
定めた（付則第 6 章第 10 条）。ここが混乱の出発点となった。 
 
2-2 司法判断による任期満了 
国会議員の就任宣誓は、上でもみたとおり、2008 年 1 月半ばだった。国会議員の任
期切れが視野に入った 2011 年の後半に入って、次回総選挙は 2012 年 8 月なのか（第
101 条方式）、1969 年憲法時代からの慣例に従った 2012 年 12 月末なのか（連立解消に
よる解散・総選挙方式）、あるいは 2013 年 1 月にやってくる国会議員の 5 年間の任期
満了を待っての解散なのか（付則第 6 章方式）で、とくに国会を舞台として鋭い論争
が巻き起こった。当時の世論調査では、「2010 年憲法に従って 2012 年 8 月第 2 火曜日
に実施すべき」という選択肢に人気が集まっており、オディンガ首相をはじめ、国会
議員の中にも 2012 年 8 月実施を支持する勢力が存在した。 
一方、連立政権に参加しない、その他の野党国会議員の中から、「2012 年 8 月総選挙
であれば、国会解散はその数ヶ月前になる、2010 年憲法には『任期を全うする』とあ
り、違憲だ」との説を唱える勢力があらわれ、裁判が起こされた。就任宣誓日から数












員の収入は給与と手当を合わせると毎月 50 万シリング（約 70 万円）を超え、国民の
相当数が貧困ライン以下にあるといわれるケニアにおいて、議員の収入はかなり高い
水準にあった（Daily Nation 2013 年 3 月 4 日）。 
2012 年 1 月、憲法解釈にあたったケニア高等裁判所（High Court。以下、高裁）は、
二つのオプション――（1）2012 年中に総選挙を開催するオプション、（2）2013 年 1 月
15 日の国会議員の任期満了を待って、その後 60 日以内に総選挙を実施するオプショ
ン――が並存するという玉虫色の判断を示した（Daily Nation 2012 年 1 月 14 日）。高
裁判決は、2012 年 8 月第 2 火曜日開催（第 101 条方式）をまず否定したが、その上で、
キバキ側とオディンガ側が連立を解消することによって 2012 年に総選挙を実施する
方式（連立解消による解散・総選挙方式）を示し、一方でさらに 2013 年 1 月から 60
日以内開催、すなわち現職国会議員は任期 5 年を満了の上解散するとの規定に従った
方式（付則第 6 章方式）を併記した。 
これを受けた直後のケニア選挙管理委員会（以下、選管）は、「連立解消についての
政治判断を注視している」旨をまずは表明したが、キバキ大統領とオディンガ首相の
話し合いはその後進展しなかった。政治判断の示されないなかで選管は、2012 年 3 月、
「次回総選挙を 2013 年 3 月 4 日に実施する」（任期を満了させる付則第 6 章方式に適
合している）と発表し、政治判断で連立を解消し解散・総選挙となった場合にも備え、





高裁判決が出る前の 2011 年段階でのキバキ大統領とオディンガ首相は、2012 年 12
月の総選挙実施が望ましいとする点で共同歩調をとっていた。そのことは「5 年おき 8
月第 2 火曜日」とした 2010 年憲法の条項を「5 年おき 12 月第 3 月曜日」に変更しよ
うとする憲法改正案「2011年ケニア憲法（改正）法案」（Constitution of Kenya (Amendment) 
Bill, 2011）が、閣議決定を経て国会に提出されていたことにもみてとれる。選管によ








はなく、翌 2013 年が望ましいと発言するようになった（Daily Nation 2012 年 3 月 10




たとされる（Sunday Nation 2014 年 3 月 18 日）。両者の立場はその後も位置せず、政治
判断による解散・総選挙は行われなかった。 
一方、2012 年中の総選挙実施を義務化しなかったとして高裁判決を不服とし、複数
の NGO が控訴したため、裁判はケニア控訴裁判所（Court of Appeal）で争われること
となった。2012 年 7 月に下された控訴審判断は、「次回総選挙は、2013 年 3 月に開催
されるべき」というものであった。5 人の裁判官で構成された控訴審のうち、ひとりは




官の全員一致で示された（Daily Nation 2012 年 8 月 1 日）。 
つまり、2012 年の控訴審判決は、高裁判決がオプションに入れた「連立解消による
解散・総選挙方式」を違憲として退ける一方で、「付則第 6 章方式」を支持して選管の
決めた 2013 年 3 月実施を肯定するものであった。すなわちこの 2012 年の控訴審判断
は、1969 年憲法と 2010 年憲法の移行期にあたった第 10 次国会の国会議員については
2010 年憲法の付則第 6 章第 10 条を遵守して 5 年の任期を満了させるというものだっ
た。この判決を不服とする訴えは上位裁判所である最高裁判所（Supreme Court）に起
こされることはなかった。控訴審の判断に沿い、2010 年憲法の下での初の国会総選挙
は、第 10 次国会議員の就任（2008 年 1 月）から数えて 5 年間の任期満了（2013 年 1












予定どおり 2013 年 3 月に総選挙が開催されたため、第 11 次国会の国会議員の就任
は、2013 年 3 月（28 日）となった。2012 年の控訴審判断により、第 10 次国会議員は
「5 年おき 8 月第 2 火曜日」の規定は適用されず、移行期に限定した例外として 5 年
の任期を満了したのであった。ところがこれにより、移行期にあたらない第 11 次国会
は、5 年とされた任期を満了できるなら 2018 年 3 月まであったはず任期よりも 1 年近




にあたる 2014 年前半にはやくも開始した。2014 年 5 月、野党 ODM3の下院議員が、次
回の総選挙の実施日程に関する憲法改正の法案を下院に提出した。法案の正式名称は、
「ケニア憲法（改正）法案、2015 年」（Constitution of Kenya (Amendment) Bill, 2015）と
いい、提案したオチエング（David Ochieng）議員の名前にちなんで「オチエング法案」
（Ochieng Bill）と呼び慣わされていった。オチエング法案は、「下院司法委員会」
（National Assembly Justice and Legal Affairs committee）の承認を経て、2015 年 1 月に国
                                                   
3 ODM は 2013 年総選挙では単独政党としては下院で最大の議席を獲得したが、ODM の加わ
った政党連合（Coalition。選挙協力組織。登録制）のレベルでは「改革と民主主義のための




ー・アライアンス」（Jubilee Alliance）だった。単独政党のレベルでの下院第 2 党は大統領





オチエング法案は、5 年おきに開催される国政選挙の日程を 8 月ではなく 4 ヶ月後
の 12 月に変更することのみに限定した、5 項目からなる短い法案であった。国会議員
総選挙（第 101 条）、大統領選挙（第 136 条）、カウンティ議会議員選挙（第 177 条）、
カウンティ知事・副知事選挙（第 180 条）の実施日についてそれぞれ「8 月第 2 火曜
















ング法案を承認し、国会における審議に道を開いた（Mwere 2015）。2015 年 3 月には、
国会各種委員会の委員長らが与野党の垣根を越えて非公式会合を開催し、オチエング
法案を成立させることで合意した（Daily Nation 2015 年 3 月 8 日）。 
一方、オチエング法案の目指した 12 月の総選挙実施に対する懸念も表明された。下
院司法委員会の委員長と同じジュビリー・コアリションの一議員は、「選管の現コミッ
ショナーの任期切れは 2017 年 11 月だが新コミッショナーの選定と承認には最短でも
40 日必要だ」と分析し、オチエング法案の示す 12 月第 1 月曜日は選管が不在の状態












れた（Daily Nation, 2015 年 8 月 11 日）。しかしその一方で、野党となった ODM を率
いるオディンガ元首相は、Ｗ・オピヨ（Wandayi Opiyo）政務担当書記とともに、オチ
エング法案に賛成しない意向を明らかにし、さらに党の幹部会合を開催して、ODM と








ないだけでなく望ましくもないとの判断を示した（n. a. 2015）。 
少数とはいえ、国会議員の任期延長を主たる目的とする憲法改正をよしとしないこ
うした勢力の存在が、結果として改正を抑止することとなった。オチエング法案は、
2015 年 8 月 25 日の国会下院で記名投票による採決にかけられた。出席議員数は、第
11 次国会で最大となり、少なくとも 271 議席を超えた。結果は、賛成 216（全 349 議
席の 62%）、反対 28、棄権 4 だった。賛成は下院全議席の 3 分の 2 にあたる 233 にと
どかず、オチエング法案は一旦否決となった。ただし僅差で否決となった場合の再度
の採決条件――賛成が可決に必要な議員数に達しないものの、賛成が過半に達してお
り、かつ反対が全議員の 3 分の 1 を越えない場合（国会法 62 条）――にあてはまった
ため、休会をはさみ再採決の実施締切「最初の採決から 5 日以内」にあたる 2015 年 10
月 1 日に再び採決にかけられたが、結果は、賛成 216（前回と同じ人数。全議席の 62%。
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ただし顔ぶれは同一ではない）、反対 24、棄権 4 でやはり否決となった（ケニア下院議
事録 p.m., 1 October 2015, 13-15）。 
8 月 25 日の採決では、全議席 349 のうち、最大時でも出席議員は 271 人であり、残
る 80 議席近くは議場に入らなかった。10 月 1 日の採決でも出席議員は最大で 248 人
にとどまった。第 1 節でみたように、憲法改正の採決では、母数は出席議員ではなく、
全議席である。採決する国会への欠席理由は多様たり得るが、少なくとも一部には憲













国会の国会議員任期を短縮する形で第 10 次国会の国会議員は 5 年の任期を満了する
ことになった。2010 年憲法では、総選挙は 5 年おき 8 月に開催されると決められてい
るが、同憲法下での最初の総選挙は、8 月より 7 ヶ月遅い 2013 年 3 月に開催されたの
だった。 
司法判断により短縮された第 11 次国会の任期をめぐり、同国会では総選挙実施日程






























実際には 2015 年 12 月に国会議員の総選挙について、ケニアの独立選挙管理・境界
画定委員会（Independent Electoral and Boundaries Commission）が、日程を 2017 年 8 月
8 日であると発表し、総選挙は 2017 年 8 月に開催（大統領選挙、地方議会議員選挙、
知事選挙も同日開催）された。この 2017 年 8 月の各種選挙実施により、2010 年憲法の
「5 年おき 8 月」の規定は運用面で定着していくかに見えた。ところがその後、大統領
選挙が司法判断により無効化され、大統領選挙のみ再選挙という流れになったことで、
事態はまた流動化することとなった。無効判決を受け、大統領選挙の再選挙が実施さ
れれば、国会議員の就任宣誓（2017 年 8 月）と大統領の就任宣誓（早くても 2017 年
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11 月とみられる）は自ずと時期的に前後することになる。これから 5 年後に 2010 年
憲法の選挙実施日の規定どおり国会総選挙とその他選挙を同日選挙の形で行うのであ















9 月 1 日脱稿） 
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